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次世代定住に関する研究

②地域による合計特殊出生率の差異の要因分析 （2018年～2019年）

◇概要

◇現状と課題

◇研究方法

◇研究結果と成果

中山間地域の暮らしを維持するには、定住や地域づくりと共に少子化の解消が不可欠です。
本研究では統計データを用い、都市部と比較した中山間地域の少子化の特徴を整理するとともに、
島根県、中国地方の自治体の人口対策と合計特殊出生率（以下、TFR）の相関性分析を行いました。

中山間地域において住民が安心して暮らし続けるためには諸分野の担い手確保が必要であり、移

住・定住や小さな拠点づくりの推進とともに、少子化の解消が不可欠です。

島根県のTFRは1.72で全国２位、中山間地域の市町村は更に高い傾向にありますが、依然、人口維

持水準には到達しておらず、また少子化要因が解明されていない状況にあります。

以上を踏まえ、本研究では、各種統計データを用い、少子化現象の中での島根県中山間地域TFR

の動向を整理した上で、近年、中山間地域の自治体が取り組む定住対策でTFRに影響をする可能性

がある移住推進、縁結び支援、子育て支援のうち、移住促進、縁結び支援とTFRの相関関係を検証し

ました。また、社会経済的に関係のある各国や少子化対策先行国の分析を行いました。

①我が国、東アジア・東南アジア諸国、欧米諸国、少子化対策先行国のTFRの動向把握

②島根県市町村のTFRの水準と中山間地域に位置する市町村のTFRの特徴分析

人口動態統計を用い、全国、島根県の市町村のTFRの推移を過疎指定でエリア分けし分析

③自治体の人口対策とTFRの相関性分析

移住促進策で近年重視される子育て世代の女性の増減とTFR、縁結び支援で重視される有配偶者

率、生涯未婚率、初婚年齢とTFRの相関性について分析

〇我が国のTFRは高度経済成長期以降、低下傾向にあり、2018年で1.43、東アジア、東南アジア諸国

では近年TFRが急低下し、2017年で韓国1.05、中国1.63、インドネシア2.34となっています。他方、

対策先行国であるフランス、北欧諸国はTFR低下後、家族形態変化に対応して支援制度を改革し、

数値を回復しています（移民の影響を除外しても回復していることも確認）。

〇全国の市町村のTFR分布状況をみると、全国市町村・特別区のTFRは2010年時点で1.4～1.6未満

を中心に分布しています。うち1.6より高い値域では過疎指定市町村（中山間地域に位置する市町

村）が多く分布、そして1.3より低い値域では非過疎指定市町村が多く分布していました。

〇他方、ここ10年間で1.6より高い値域にある市町村のTFRは徐々に下降し、1.3より低い値域にある

市町村は若干の上昇傾向にあり、中山間地域と都市部のTFR差が縮まる傾向です。島根県は、

2010年現在、1.5～1.8と高い値域に分布し、特に過疎指定市町村のTFRは1.6～1.8と高い値域に

分布していましたが、2000～2010年では、過疎指定市町村も低下傾向にあります。

〇非過疎指定市町村及び大学の立地していない中国５県66市町村、島根県13市町村では25～29歳

女性及び30～39歳女性コーホート増減ともTFRと連続した相関性は確認されませんでした（図１）。

〇また、同じ条件における中国５県66市町村、島根県13市町村では中国５県66市町村の有配偶者率

（女性）とTFRは、相関関係を確認しました（図２）。
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図１ 女性(25～39歳)増減とTFRの相関分析(中国地方66市町村、島根県13市町村)

図２ 有配偶者率とTFRの相関分析（中国5県66市町村、島根県13市町村）


